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（事案の概要）

















本件事故によりY1 につき 10 万円（慰謝料）、Y2
につき 126 万 7422 円（電灯改修及び内装リフォー




て、民法 717 条 1 項に基づき、上記各損害金及び





























　第一審（東京地判 H23・10・20 金商 1392・
45）は、Z に対する請求につき、Z による土地
の工作物の設置又は保存に瑕疵があり、Zは民
法 717 条 1 項に基づく損害賠償義務を負い、本件
事故によりY1 は慰謝料 10 万円、Y2 は工事代金


























































































































































































































昭和 39 年 6 月に発生した新潟地震を契機として
地震保険の議論が生じ、「地震保険に関する法律」
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年の間にM4.0 以上の地震が 5,000 回以上、震度 1以
上を観測する地震が 8,000 回近く発生したが、その後
の約 1年間にはM4.0 以上の地震が 780 回程度、震度
1以上を観測する地震が 1,600 回程度と減ってきてい
る」（気象庁「『平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋
沖地震』について～約 2年間の地震活動～」（平成 25
年 3 月 8 日付））とされ、また震度 5弱以上を観測し
た地震は 65 回（2014 年 1 月 6 日現在）に及ぶ（http://
www.seisvol.kishou.go.jp/eq/2011_03_11_tohoku/
index.html 参照）。
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